
北海道自転車条例に関する点検状況について 

 
１ 経過 

 
令和２年度の条例の見直しから５年経過。条例附則２に基づき条例の見直 

しの必要性を検討（令和７年度） 
 
５～６月・有識者（学識経験者、関係団体）から意見徴収  

・庁内関係部局へ条例見直し・次期計画に向けた意見等照会 
・北海道自転車条例推進会議委員への状況報告 

  ７、８月・北海道自転車活用等推進連携会議（関係機関、団体、庁内 
関係部）  

 
２ 前回条例見直し後の環境変化 

 
自転車事故の状況等 （別紙１） 
道内の自転車関連事故重軽傷者数 R2:1,234人 R6年度:1,285人 
自転車死傷者のヘルメット着用率 R2:北海道 7.4％-全国 9.3％ 
ヘルメット着用率 R6:北海道10.3％-全国 17.0％ 
自転車保険の加入率 R2:北海道46.8％-全国59.5％ 

R6:北海道48.8％-全国65.6％ 
 

自転車に関する道路交通法改正 （別紙２） 
R5･4月改正 ･利用者のヘルメットの着用 

･他人を乗車させるとき他人にヘルメットを 
着用させる                  努力義務 
･保護の責任ある者が児童又は幼児が運転する 
時にヘルメットを着用させる 

R6･11月改正 ながらスマホ等禁止、酒気帯び運転に罰則 
 

他県の自転車に関する条例の状況（別紙３）      
自転車に関する条例有 R2:26 → R7:44 
利用者ヘルメット着用 罰則無の義務:1、努力義務:17(道含む)､規定無;26 
自転車保険の加入 罰則無の義務:34※、努力義務:12(道含む)※ 

※2都県が対人は罰則無の義務､対物は努力義務 
 
３ 上記２の環境変化を踏まえた課題 
    

課題 内容 
交通安全の取組 ･自転車関連事故は概ね横ばい。今後も減少に向け取組が

必要。 
･法改正を背景に自転車の交通安全の取組強化が必須。 

ヘルメット着用 ･着用率は上昇傾向だが本道は全国平均を下回る。今後
も上昇に向け取組が必要。 
･半数以上の県で条例･規定は無いものの、法で着用が努
力義務に。 

自転車保険の加
入者増 

･加入率は上昇傾向だが全国平均を下回る。今後も加入者
増に向け取組が必要。 
･殆どの県条例で自転車保険に関する規定有。 
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４ 有識者などの主な意見 
 

令和２年度以降の自転車を取り巻く環境の変化、条例の理念実現に向けて
  推進する「第2期北海道自転車利活用推進計画」の推進状況、他県の自転車 

に関する条例の状況等を踏まえ、今後の条例と計画について意見を聴取(別紙4) 
  <学識経験者、自転車関係の団体・法人等、関係機関、庁内関係部の意見>。 
   

意見 対応 
･多様な自転車のスタイルへ対応し、道民の近隣移動や健
康増進に自転車利用をより一層促進する取組を求める 
･シェアサイクル促進等、カジュアルな自転車の楽しみ方､
町を楽しく走る文化を育てることが必要 
                

･現行条例の理念
に合致 
･次期計画で反映 
が必要 

･ヘルメット着用の推進を継続すること        
        

･現行条例及び道 
交法に基づく施 
策推進で対応可 
･次期計画で反映 
が必要 

･ながらスマホ、傘差し運転の取締りを強化 
･自転車に係る交通反則通告制度導入に伴い、ルール周知 
と警察との連携強化が必要 
  
･自転車安全教育の推進を継続すること 
･特に小中高生への交通安全教室の推進が重要   
  

･現行条例に基づ 
く施策推進で対 
応可 
･次期計画で反映 
が必要 

･自転車保険の加入促進の取組を継続すること 
･認識が浸透していない個人賠償特約等の周知が必要 

                
･自転車の利用は二酸化炭素削減に貢献 
･公共交通機関に自転車を積載できる環境整備の推進 
･自転車は心身の健康に良い 
･本道の自転車に関する環境整備を推進 
  
･海外サイクリストからは北海道の道路は好評だが、道
民が日常から自転車ルールを守り正しく走る、自動車が
自転車利用者を守る、自転車の文化がまだ無いとの、 
指摘有 
   

 
５ 現時点における点検状況 
 
（１）ヘルメット着用・自転車保険について 

･ヘルメット着用の普及啓発・理解促進を継続。今後は、条例のみならず法
に基づき取り組むことが必要。 
･引き続き自転車保険の加入推進が重要。個人賠償特約などの認識が利用者
に低い課題もあるため、より一層の周知が必要。 

 
（２）環境変化を踏まえた対応について 

･自転車の日常利用や自転車を楽しむ環境整備などについては、現行条例の理
念に基づく施策を推進することで対応が可能。 
･道交法改正も踏まえ、自転車の日常利用をより一層推進するのと並行し
て、利用者に交通安全をより一層徹底する取組の推進が必要。 
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